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2024 年度事業計画

（ 自 2024年4月1日 至 2025年3 月31日）

I. 2024 年度事業方針

昨年度（202 3年度）につきましては、 コロナ感染が収束に向かう様相を示し

たことを受け、 政府が5 月8日には感染法上の位置づけを季節性インフルエンザ

と同じ 5 類に移行するなど明るい兆しを見せた一方で、 エネルギー価格の高騰、

広範な資材に及ぶインフレの進行、 更には半導体関連の納期遅延が収束しないこ

とに加え、 再生可能エネルギ ー施設の建設に伴い多量の資機材が必要なためか、

新たに、 電線・ケ ー ブル類の納期遅延が突発的に発生するなと、 発変電技術研究

会会員各社が担当する電気所での業務にも多大な影響がありましたが、 会員各社

の研究会活動へのご協力により事業計画のほぼ全てを円滑かつ順調に進めること

ができました。 中でも、 パ ー トナー ジップ構築宣言の実践を目指す関西電力送配

電様並びに関西電力様との間で、 持続可能な施工体制実現に向けた労務者単価の

見直しなど、 発受注者一体となった前 向きな議論が始まったことを、 大変嬉しく

思っています。 この議論がエポックメ ー キングとなり、 今後の電力業界の発展に

繋がる有意義な取り組みとなるよう引続きのご尽力をよろしくお願いします。 こ

のような取り組みを実践して頂いた関係者の皆様に対しまして、 この場をお惜り

して厚く御礼申し上げます。

2024年度に入り、 半導体の納期遅延を考慮した施工納期をお客様自ら設定さ

れるなと、 半導体不足の影響は小さくなりつつあるように感じられる一方、 昨年

9月末に高値を記録した原油価格がその後に下落傾向に転じたものの、 金融緩和

による影響が予想される米国経済や減速傾向が目立ち始めた中国経済の先行きが

不透明な中で、 2024年度の原油価格動向は予測し難いものとなっています。 加

えて、 ウクライナや中東での戦争も終息する気配を見せないため、 原油価格に連

動したエネルギ ー価格の動向は大きな不確実性を含んでいるとの見方が主流とな

っています。 また、 国内物価については、 低下傾向を示しているものの、 依然

2％を上回るレベルにあり物価上昇幅は減少しても上昇そのものは続くとの予想

となっています。 前年に続き2024年度も工事施工に必要なエネルギーや資機材

の価格高騰など、 当会にとって厳しい状況が続くと考えられます。

また、 2019 年から始まった働き方改革の一環としての「時間外労働の上限規

制」が、 5年間の適用猶予期間を経て、 本年4月1日より建設業界にも適用開始

となりました。 建設業界は、 少子高齢化に伴う技能労働者不足や若手の離職増加

に伴う技術継承の困難化など課題が山積みとなっていますが、 このような状況下






